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１．はじめに 

 2016 年４月 14 日からの「平成 28 年（2016

年）熊本地震」（以下、「熊本地震」）の対応か

ら得られた教訓を今後に活かすことは、気象防

災業務の発展に不可欠な行為であるが、当時の

対応を顧みる際に参考とする情報が正確で客

観的な評価に基づくものでなければ、正しい教

訓は得られない。本調査では、社会調査の分野

で普及しつつある計量テキスト分析の手法を

用いて、熊本地震発生後から各官署で記録され

た３種類の資料（熊本地方気象台支援業務日誌、

熊本地方気象台への問い合わせ記録、気象庁ホ

ームページを通じた問い合わせ記録）を事例と

して、地震対応業務の概要や部外からのニーズ

及びそれらが変化する状況を客観的に把握す

ることを目的として調査を行った。 

 

２．熊本地方気象台の支援業務 

被災地である熊本地方気象台（以下、「気象

台」）における地震対応業務の概要とその推移

の状況を知るため、気象台の支援のため交代で

派遣された職員が約５か月間（４月 19 日～９

月６日）にわたり記録した業務日誌を分析した。

具体的には、計量テキスト分析を支援するため

のフリーソフトウェアである KH Coder（樋

口,2004）を使用して、業務日誌に記載されて

いる各文章を単語レベルで分解した上で、様々

な業務を特徴づける単語を含むか否かに基づ

き各文章を分類し、時期別に集計した（図１）。

これによると、一貫して熊本県などの自治体と

の調整が業務の多くを占めているほか、現地調

査（震度計の観測環境調査、臨時震度計の調整、

現地調査報告書の作成、被害写真の収集等）が

７月中旬まで続いていることが分かる。また、

５月から７月にかけて、地震調査研究推進本部

における地震活動の評価を受けた報道発表と

熊本県災害対策本部への説明が定期的に行わ

れている。７月に入ると、熊本地震を受けた各

種報告書の作成や、熊本地震とは直接関係のな

い業務に関する記述も現れ、熊本地震対応が次

第に収束に向かっている様子が伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 熊本地方気象台への支援業務の推移 

 

３．熊本地方気象台への問い合わせ 

同様の手法で、職員が業務日誌とともに記録

した部外問い合わせ記録も分析した（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 熊本地方気象台への問い合わせ内容の推移 
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これによると、一貫して今後の地震活動の見通

しや活断層との関連に関する問い合わせが続

いているほか、震度１以上の有感地震の積算回

数の問い合わせも定期的に見られる。特に、有

感地震の積算回数が1,500回と2,000回となる

時期には、過去事例（2005年の福岡県西方沖の

地震（現在の震央地名は「福岡県北西沖」）や

2004年の新潟県中越地震など）を示す単語も現

れており、これら過去事例と比較した地震回数

の多寡に関する問い合わせもあったと推測さ

れる（有感地震の積算回数は当時のものであり、

現在公表している精査結果とは異なる）。 

 

４．気象庁ホームページを通じた問い合わせ 

 気象庁ホームページを通じて寄せられた地

震・火山活動に関する問い合わせは、４月 14

日から約半年後の９月末までに約1,100件に上

り、半数を超える約600件が４月に集中してい

る。問い合わせ内容は、主に９つのテーマ（①

緊急地震速報について、②気象庁の記者会見の

内容について、③「前震」「本震」「余震」の表

現について、④活断層との関連について、⑤火

山噴火への懸念、⑥SNS 上に流布された情報に

ついて、⑦地震の予知・予測について、⑧「熊

本地震」の命名について、⑨体感の揺れの強さ

と発表される情報との差異について）に大別さ

れる。各テーマを特徴づける単語に基づき問い

合わせを分類し、日別に集計した（図３）。な

お、問い合わせ内容により、複数のテーマに重

複して分類したものもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 気象庁ホームページを通じた問い合わせの推移 

 

問い合わせ件数は、最大規模の地震が発生し

た４月16日をピークに、次第に減少している。

テーマ別にみても、多くは16日が最多であり、

熊本地震の名称や地震の予知・予測に関する問

い合わせは 18 日が最多となっているが、以降

はいずれも減少している。一方で、揺れを感じ

たのに地震情報が発表されない（又は発表され

た震度が小さい）ことに関する問い合わせ件数

は 16 日以降も減少することなく、全体の件数

に対する割合で見ても４月末まで多い状態が

続いている。気象庁は、熊本地震の発生直後か

ら地震活動が活発化したため、４月15日 00時

から26日 18時までの間、規則及び要領に基づ

き、最大震度３未満の地震について逐次の情報

発表を取りやめ、別途「地震情報（地震回数に

関する情報）」により１時間毎にとりまとめて

発表していた。この運用のため、最大震度３以

上の地震回数が一桁台に減少した４月 22 日か

ら 26 日までの間、震度１以上の有感地震の回

数に対する情報発表回数の比率は、平均して

7.8%、少ない時には1.6%まで低下し、これに呼

応する形で、地震情報が発表されないことに関

する問い合わせ件数も全体の約半数に上った。

この運用について、気象庁は積極的に解説して

きたが、この分析結果を踏まえると、周知が十

分ではなかったおそれがある。 

 

５．まとめ 

計量テキスト分析の手法を用いることで、熊

本地震対応当時の記録から、地震対応業務の概

要や部外からのニーズ及びそれらが変化する

状況を客観的に把握することができた。特に、

震度に関する情報が発表されないことに対す

る住民からの問い合わせが地震発生直後から

長期間にわたり続いていた事実については真

摯に受け止め、今後、改善策を検討する必要が

ある。 
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